
（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

（変更） 

資料番号 5 担当課 医療対策課 

法令名 医療法 根拠条項 29－1 
不利益処分の

種類 

病院、診療所、助産所の開設許可の取消又は

閉鎖命令 

医療法 
〔開設許可の取消・閉鎖命令〕 

第二十九条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、病院、診療所若しくは助産所の開
設の許可を取り消し、又はその開設者に対し、期間を定めて、その閉鎖を命ずることができる。 
一 開設の許可を受けた後、正当な理由がなく、六月以上その業務を開始しないとき。 
二 病院、診療所（第八条の届出をして開設したものを除く。）又は助産所（同条の届出をして開設したものを除

く。）が、休止した後、正当な理由がなく、一年以上業務を再開しないとき。 
三 開設者が第六条の三第六項、第二十四条第一項、第二十四条の二第二項又は前条の規定に基づく命令又は処

分に違反したとき。 
四 開設者に犯罪又は医事に関する不正の行為があつたとき。 

 
〔病院等の管理者の報告義務等〕 

第六条の三 病院、診療所又は助産所（以下この条において「病院等」という。）の管理者は、厚生労働省令で定め
るところにより、医療を受ける者が病院等の選択を適切に行うために必要な情報として厚生労働省令で定める事
項を当該病院等の所在地の都道府県知事に報告するとともに、当該事項を記載した書面を当該病院等において閲
覧に供しなければならない。 

２ 病院等の管理者は、前項の規定により報告した事項について変更が生じたときは、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、速やかに、当該病院等の所在地の都道府県知事に報告するとともに、同項に規定する書面の記載を変
更しなければならない。 

３ 病院等の管理者は、第一項の規定による書面の閲覧に代えて、厚生労働省令で定めるところにより、当該書面
に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をい
う。次条第二項及び第六条の四の二第二項において同じ。）であつて厚生労働省令で定めるものにより提供するこ
とができる。 

４ 都道府県知事は、第一項又は第二項の規定による報告の内容を確認するために必要があると認めるときは、市
町村その他の官公署に対し、当該都道府県の区域内に所在する病院等に関し必要な情報の提供を求めることがで
きる。 

５ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項及び第二項の規定により報告された事項を公表
しなければならない。 

６ 都道府県知事は、病院等の管理者が第一項若しくは第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと
きは、期間を定めて、当該病院等の開設者に対し、当該管理者をしてその報告を行わせ、又はその報告の内容を
是正させることを命ずることができる。 

 
〔使用の制限又は禁止・修繕又は改築の命令〕 

第二十四条 都道府県知事は、病院、診療所又は助産所が清潔を欠くとき、又はその構造設備が第二十一条第一項
若しくは第二項若しくは第二十二条の規定若しくは第二十三条第一項の規定に基づく厚生労働省令の規定に違
反し、若しくは衛生上有害若しくは保安上危険と認めるときは、その開設者に対し、期間を定めて、その全部若
しくは一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずることができる。 

 
〔措置命令及び業務停止命令〕 

第二十四条の二 都道府県知事は、病院、診療所若しくは助産所の業務が法令若しくは法令に基づく処分に違反し、
又はその運営が著しく適正を欠くと認めるとき（第二十三条の二又は前条第一項に規定する場合を除く。）は、こ
の法律の施行に必要な限度において、当該病院、診療所又は助産所の開設者に対し、期限を定めて、必要な措置
をとるべきことを命ずることができる。 

２ 前項の開設者が同項の規定による命令に従わないときは、都道府県知事は、当該開設者に対し、期間を定めて、
その開設する病院、診療所又は助産所の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 
〔管理者変更の命令〕 

第二十八条 都道府県知事は、病院、診療所又は助産所の管理者に、犯罪若しくは医事に関する不正行為があり、
又はその者が管理をなすのに適しないと認めるときは、その開設者に対し、期限を定めて、その変更を命ずるこ
とができる。 

 
 
 


